
指標
単
位

当初
値

R６年度
(目標値)

R６年度
(実績)

効果の説明
事業
効果

地域企業に対する
副業・兼業を含め
た人材マッチング
の成約件数

件 43 56 66

地域企業に対する
人材成約件数のう
ち副業・兼業人材
のマッチング成約
件数

件 32 35 52

地域企業に対する
人材成約件数のう
ちデジタル人材に
関するマッチング
成約件数

件 10 10 10

地域企業の経営
課題に関する相談
受付数のうち地元
金融機関等との連
携により獲得又は
提供した相談受付
数

件 17 18 37

SDGsに取り組む
県内企業等の登
録・認証件数

件 312 100 140

おきなわSDGsプ
ラットフォームにて
創出されるプロ
ジェクト件数

件 - 2 2

資料２

①地方
創生に
非常に
効果的
であっ
た

　全てのKPIの目標値
を達成し、県内企業
の課題解決や成長戦
略の実現を支援する
ことができた。

・成約件数…66件
（うち副業兼業人材：
52件、正規雇用：14
件）
（うちデジタル人材：
10件）
・金融機関との連携
によって獲得した相
談受付：37件

　訪問先が本島中
部・南部に偏ってし
まったため、本島北
部や離島地域を含
めた県内全域で企
業訪問や活用セミ
ナーを実施し、事業
効果を全県に広げ
る必要がある。

　事例紹介や活
用方法のセミナー
を県内全域で実
施し、副業兼業等
の多様な就業形
態による外部人
材の活用の認知
度の向上や機運
醸成を図る。

・「おきなわSDGs
プラットフォーム」
や登録、認証制
度を活用し、多様
な主体の参画と
連携促進に引き
続き取り組むとと
もに、SDGｓ推進
に向けた普及啓
発を行う。

・新たな取組の創
出に向け、プロ
ジェクトチームの
立ち上げを支援
し、具体的な取組
につなげるととも
に、交流会等の
実施を通じ、会員
の連携強化を促
進する。

・「おきなわＳＤＧｓ
プラットフォーム」の
ネットワークを活用
し、ＳＤＧｓの達成と
地域課題の解決に
向けた具体的な取
組や連携の促進に
引き続き繋げていく
必要がある。

①地方
創生に
非常に
効果的
であっ

た

・全国フォーラムや交
流イベントの開催、取
材記事発信、ラジオ
を通じた広報等によ
り、プラットフォーム会
員やパートナー登録
団体の連携と普及・
啓発が図られた。（お
きなわSDGｓパート
ナー登録団体数976
団体、おきなわSDGｓ
認証団体数19団体、
プラットフォーム会員
数1,748名）

・地域課題の解決を
目指すことを目的とし
たプロジェクトチーム
の創出支援等を行う
ことでＳＤＧｓの取組
の活性化が図られ
た。

2

「沖縄県SDGs
未来都市モデ
ル事業」　～
地域課題解
決型イノベー
ション創出を
目指す「沖縄
県SDGsス
テークホル
ダープラット
フォーム（仮

称）」の取組を
通じた沖縄モ
デル形成～

　持続可能な社会づくりに向け、具体的な取組の方向
を広く共有するための「おきなわSDGsアクションプラ
ン」の策定や地域課題を解決する仕組み（プラット
フォーム）を形成し、経済・社会・環境の統合的な課題
解決を目指す企業と連携しながら、新たなモデル形成
の創出を目指す。

　様々なステークホルダーとともに、アク
ションプランに基づく検証及び見直しを行
う体制構築や、企業・団体等の交流及び
連携を促進するプラットフォームの創設
及び登録制度の活用や認証制度の創設
等によるSDGsの可視化と普及・啓発等
の取組を実施。

R4～R8 企画部
企画調
整課

46,000 41,487

担当部
局

担当課

1

プロフェッショ
ナル人材戦略
拠点運営事

業

　プロフェッショナル人材戦略拠点を県内に設置し、経
営相談と人材確保相談を一括して支援することで、企
業の経営革新に寄与する。
　また、積極的な企業訪問による経営相談や人材確
保面でのサポートを幅広く実施することにより、県内企
業の経営力の底上げを図る。

　地元金融機関等との連携により自社の
成長につながる投資に積極的な中小企
業等へ訪問し、企業が潜在的に抱えてい
る課題の掘り起こしを行った。
　また、当該課題を具体化する適切な人
材とのマッチング支援を一括して行うこと
で、経営資源の限られた中小企業の費
用負担を軽減し、新たな人材投資への後
押しを図った。

R6～R9
商工労
働部

労働政
策課

60,332 52,700

令和６年度　デジタル田園都市国家構想交付金事業効果検証一覧
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事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
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予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針
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№ 事業名 事業目的 活動概要
事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

ワーク・ライフ・バ
ランス認証企業数

社 100 9 4

県内企業における
男性の育児休業
取得率

％ 18.5 3 8.7

県内企業における
付加価値労働生
産性

円 3,727 77.6 -235.1

コミュニティビジネ
スによって生まれ
た雇用者数

数 - 4 5

サービスの利用者
数が増加した団体
数

数 - 5 5

コミュニティビジネ
スを構築した件数

数 - 5 5

先導的モデルの事
例や支援ノウハウ
について横展開を
図るためのシンポ
ジウムの入場者数

人 - 150 114

地域・離
島課

・５団体への支援にあ
たっては、コミュニティ
ビジネスの実践者な
どで構成する推進会
議を設置し、地域住
民の創意工夫による
地域コミュニティの維
持・再生に向けた活
動に対し、専門的な
立場から助言等を行
い、持続的な活動の
定着を支援すること
ができた。

・本事業により支援を
受けて活動した地域
をモデル地区として、
その活動内容や成果
等の情報を発信する
シンポジウムを開催
し、地域間のネット
ワークの構築や取組
事例の紹介によるノ
ウハウの共有により、
他の市町村における
横展開を図った。

②地方
創生に
相当程
度効果
があっ
た

・コミュニティ・ビジ
ネスの構築を１団体
（自治会等）あたり２
年支援してきたが、
短期的な事業実施
計画に基づく活動で
あることから、支援
終了後の活動継続
や実施体制の維
持、市町村等との
連携が不十分な状
況となっている。

 ・地域住民の総
意による将来ビ
ジョンの作成及び
持続的な組織体
制（地域運営組織
等）を構築し、市
町村と連携しなが
ら、地域課題の解
決に向けた活動
を支援する必要
がある。

企画部4
離島・過疎コ
ミュニティビジ
ネス支援事業

⑴県内・国内のコミュニティビジネスの活動事例の情
報提供、各活動団体の情報交換・交流を通したネット
ワークづくり、事業パートナー等とのマッチングを図る
ことを目的としたシンポジウム等の開催、⑵デジタル
技術を活用した新たな取組や、観光・商工・教育・福
祉など他の政策分野と連携を図るなど、コミュニティビ
ジネスとして将来性や発展性等ある団体を支援するこ
と等を通して、離島・過疎におけるコミュニティビジネス
の構築の課題解決に寄与する。

〇地域集落の生活サービスを維持し、地
域で仕事を生み出し、収入を確保し、住
みたい地域に住み続けられるよう、地域
住民の創意工夫による、地域の自然環
境や地域資源を活かしたコミュニティビジ
ネスの実践活動に対し、専門家等による
伴走支援を行うとともに、先導的な取組
へと発展させ、その定着・発展を促進す
るための補助事業を実施する。
〇補助事業の実施にあたっては、産業振
興支援団体、観光振興支援団体、情報
通信産業支援団体、金融機関、大学等
の専門的な関係機関やコミュニティビジ
ネスの実践者で構成する推進会議を設
置し、専門的な立場から助言等を行うこと
により、持続的な活動として定着を図る。

〇補助対象：令和５年度から継続５団体
（東村高江区、東村有銘区、大宜味村津
波区、伊平屋村田名共同売店、北大東
島振興機構）

R4～R6 15,00420,500

3
働きやすい環
境づくり推進
事業

　従業員が安心して働き続けることのできる職場環境
を整備し、労働者の福祉の向上及び就業者の定着率
の向上を図る。

　県内企業へアドバイザー（社会保険労
務士等）を派遣し、企業内でのワーク・ラ
イフ・バランスへの取組を支援する。
　また、セミナー開催等によるワーク・ライ
フ・バランスの周知・啓発や、ワーク・ライ
フ・バランス企業認証制度を促進する。

R4～R6
商工労
働部

労働政
策課

・令和６年度は県内
企業向けセミナーの
開催及び専門家派遣
を実施した結果、男
性育児休業取得率は
目標値を達成した。

③地方
創生に
効果が
あった

【ワーク・ライフ・バ
ランス認証企業数】
○県調査によると、
ワーク・ライフ・バラ
ンスに取り組む上で
の課題として、「人
手が足りない又は
交代要員の確保が
困難」と答えた企業
が47.8％と最も高
く、人手不足の深刻
化がワーク・ライフ・
バランス推進の妨
げとなっている。

【付加価値労働生
産性】
○昨年度と比較し
て、物価上昇等の
影響もあり県内実
質総生産が減少
し、就業者数及び
実労働時間数が増
加したことにより付
加価値労働生産性
は減少し、目標値
の達成には至らな
かった。引き続き、
業務効率化の促進
が課題となってい
る。

　業務効率化の
観点を加え、ワー
ク・ライフ・バラン
スと生産性向上
の両立を図る取
組を推進する。

5,9616,000
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令和６年度　デジタル田園都市国家構想交付金事業効果検証一覧

№ 事業名 事業目的 活動概要
事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

デジタルリテラ
シーに関する講座
の受講者数：０人
（事業開始前）⇒
750人（令和６年度
目標）
測定方法：各講座
受講者の延べ人
数

人 - 300 500

自社のDXやデジタ
ル化の取組に有
益と答えたアン
ケート結果の割合
測定方法：講座後
のアンケート

％ - 70 97

ワークセッション等
に参加した人数：０
人（事業開始前）
⇒　600人（令和６
年度目標）　計測
方法：申込者数

人 - 200 417

本事業をきっかけ
に県外企業が本
県に立地した件
数：４件（令和６年
度目標）　計測方
法：参加者数

件 - 2 0

31,54034,999

【産業人材デジタ
ルリテラシー強化
事業】
　企業内のデジタ
ルリテラシー向上
を図るため、企業
団体向けデジタ
ル講座の開催を
検討する。

【ワーケーション
活用型沖縄IT活
性化事業】
　引き続き、観光
関係の行政機関
や業界団体と連
携し、イベント等
の周知・情報発信
への協力を行うな
ど、事業者の自走
化に向けた取組
をサポートする。

商工労
働部

ITイノ
ベーショ
ン推進
課

5

デジタルリテ
ラシー強化・
ワーケーショ
ン活用型IT活
性化事業

【産業人材デジタルリテラシー強化事業】
　企業に属する社会人の学ぶ機会が限られていること
に起因するデジタル活用人材の不足という現状に対
し、基礎的なIT分野やデータ分析など様々なデジタル
技術の知識や活用ノウハウを学ぶ講座を開催するこ
とで、幅広い業種でデジタル活用のメリットを理解した
人材が増え、産業全体のデジタルリテラシー向上が進
み、企業のデジタル化・DXが促進される。
【ワーケーション活用型沖縄IT活性化事業】
○ワーケーションを活用し、ITのノウハウや技術を有し
た多くの人材や企業とセミナやワークショップ等、アイ
ディアや地域課題を共有できるイベントで交流するこ
とで、ビジネス交流機会の創出、地域課題の解決や
DXの促進等に繋がる。
○交流を継続させることで、新たなビジネスの創出や
企業集積、またワーケーションの継続に繋がる。

【産業人材デジタルリテラシー強化事業】
　様々なIT技術を理解し、自社ビジネスへ
の転換が可能となるような企業人材の育
成を支援することで、ビジネスパーソンの
デジタルリテラシー向上を図り、デジタル
社会への適応や全産業におけるDX推進
に向けた素地を築く。具体的には、デジタ
ル技術をより身近な存在として興味・関
心を持ってもえるよう、簡単なデータ分析
やソフトウェア開発等に関する入門編セミ
ナーを開催するほか、実践的な活用スキ
ルを身につけるための講座を実施する。
【ワーケーション活用型沖縄IT活性化事
業】
　ITとワーケーションの活用による新たな
イノベーションの創出や地域課題の解決
を促進するため、県外IT企業と県内IT産
業・他産業等の連携・協働の場（起点）と
なり、ワークセッションを通じて本県の利
点・課題と企業のノウハウを繋ぎ、県内情
報通信関連産業の促進を図る。具体的
には、県外IT企業と、県内IT企業・他産
業、学生等を対象とした、セミナー・ワー
クセッション等を通じて、互いの交流を促
進することで、ビジネス交流機会の創出、
地域課題の解決、DXの促進等に繋げ
る。

R4～R6

【産業人材デジタルリ
テラシー強化事業】
　デジタルリテラシー
の階層に応じて「基礎
セミナー」「デジタルリ
テラシーセミナー」「デ
ジタル技術利活用講
座」を開催。各セミ
ナー・講座修了後に
アンケートを実施。延
べ受講者数、アン
ケート結果ともに、目
標値を上回る実績値
結果となった。

【ワーケーション活用
型沖縄IT活性化事
業】
　スマートフォンアプリ
開発のハンズオンセ
ミナーや、コワーキン
グスペースの機能強
化による関係人口創
出等をテーマとしたカ
ンファレンスイベント
等が開催され、延べ
417名が参加した。
　また、本事業をきっ
かけに県外企業が本
県へ立地した件数に
ついては目標達成に
至らなかった。

②地方
創生に
相当程
度効果
があっ
た

【産業人材デジタル
リテラシー強化事
業】
　従業員個人のデ
ジタルリテラシー向
上に加え、デジタル
技術を積極的に取
り入れる企業風土
の醸成も必要であ
ることから、職種や
企業・業界のニーズ
に応じた講座を開
催する必要がある。

【ワーケーション活
用型沖縄IT活性化
事業】
　本件事業を活用し
たコワーキングス
ペース運営事業者
等において、事業
期間終了後も主体
的に交流イベントの
開催等が継続さ
れ、これに参加した
ことをきっかけに県
外企業が当該コ
ワーキングに入居し
て拠点開設する等
した事例も出てきて
いる。このような事
業者による自走化
の取組を継続させ
る必要がある。
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R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）
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課題を踏まえた
今後の対応方針

離島・過疎地域に
おける２地域居住
者数

人 - 20 10

移住にかかる相談
件数

件 - 249 617

オンライン学習塾
及び見まもりサー
ビス利用者数

人 - 250 132.0

40,25442,335
地域・離
島課

１　移住定住促進プロ
モーション等
　２地域居住者等の
誘致を図るためのモ
ニターツアー等の開
催や情報発信などを
実施し、２地域居住者
数は10名となってい
る。

・Web媒体を活用し移
住情報を発信し、281
件の相談があった。

２　オンライン学習塾
の環境構築支援及び
３　高齢者等の見まも
り体制構築支援
　自治体の広報誌等
での周知や公民館や
役場等で周知活動、
現地での説明会を行
い132人が利用した。
（うちオンライン学習
塾21 人、高齢者等み
まもり111人）

②地方
創生に
相当程
度効果
があっ
た

１　移住定住促進プ
ロモーション等
　移住希望者の
ニーズに沿った、移
住に必要な情報の
発信や地域の実情
に応じたPR活動を
行う必要がある。

２　オンライン学習
塾の環境構築支援
　既存の教育施策
の推進を理由に、
事業実施を予定し
ていた一部自治体
が辞退したことで、
実施自治体及び受
講者数の確保が課
題となった。

３　高齢者等の見ま
もり体制構築支援
　補助事業者の自
走化を目指した体
制づくりを進めると
ともに、取組をより
広く普及させる必要
がある。

１　移住定住促進
プロモーション等
　市町村等と連携
を強化し、地域の
実情に応じたプロ
モーション活動を
実施する。また、
素材を充実させた
動画・記事を作成
するなど、より効
果的な情報発信
を行っていく。

２　オンライン学
習塾の環境構築
支援
　本メニューは県
事業としては令和
６年度で終了した
が、令和７年度に
は村事業として自
走化が達成され
たことから、本事
業を優良モデルと
して他自治体へ
の横展開に繋げ
られるよう、県とし
て、適切な助言を
行っていく。

３　高齢者等の見
まもり体制構築支
援
　補助事業者に
対しては、実施自
治体との自走化
に向けた調整をス
ピード感を持って
進めてもらうた
め、県として適
宜、調整状況の
進捗確認を行う。
併せて、実施自治
体以外の自治体
に対しても本事業
の周知・説明を積
極的に行い、対象
自治体の拡大を
図る。

企画部6
沖縄県離島・
過疎地域づく
りDX促進事業

【離島・過疎地域の人口減少】
○デジタル技術を活用した定住条件の整備を行うとと
もに、ターゲット層へのプッシュ型のプロモーションの
実施等により、移住希望者に地域情報を適切に届
け、自身が思い描く生活が可能か判断できる材料を
提供し移住前後で気軽に相談が出来る体制を整備す
る。これにより、移住者の懸念の払拭や地域との繋が
りを強化し移住定住の促進を図ることで、「離島・過疎
地域の人口減少」の課題解決に資する。
　また、関係人口は訪問先の地域活力の維持・向上
に資するだけではなく、訪問する側においても”よく生
きるため”の手段として有効であり、国土交通省の調
査報告書によると「関係人口の来訪が多い地域は、
三大都市圏からの移住も多く、それらの地域では外部
の人を受け入れる環境が整っている」と示されており、
２地域居住者等の関係人口を創出することは、将来
的な移住定住の促進に寄与する。

【学力向上機会の不利性】
○ICTを活用したオンライン塾であれば距離の遠隔不
利性を解消し地域や自宅で都市部と遜色ない学習機
会の環境を構築することが可能となり、子育て世帯層
が移住する際に懸念する「学力の向上ができる教育
環境」の課題解決に繋がるとともに、公営塾を実施し
ているが講師の確保に苦労している地域や公営塾に
取り組んでいない地域へ横展開することにより、他地
域でのデジタル技術の活用を拡げ移住促進にも繋が
る。

【誰もが安心して暮らせる環境整備】
○AIを活用した見まもりセンサーを活用することで、日
常の活動状況等に係るデータを家族や地域の関係機
関に共有し、異常があった際は地域の関係者が駆け
つけるなど、地域における見まもり体制が構築され、
「誰もが安心して暮らせる環境整備」の課題解決に繋
がる。

よって、地方版総合戦略で掲げる、「しごと」が「ひと」
を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立
し、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻すとい
う目標の実現に寄与する。

１　移住定住促進プロモーション等
①移住定住促進プロモーションの実施
　離島・過疎地域へ移住する際に必要と
なる情報を発信するため、従前の取り組
みである移住フェア出展やWEBサイト及
びSNS運用（広告配信未実施）とは別に、
WEB広告（全国的な移住情報発信の
WEB媒体）、SNS広告（Facebook・
Instagramへの広告）、動画制作・
YouTube配信などによるプッシュ型のデ
ジタル広報によるプロモーション施策を実
施することで、重層的な取組を実施する。
また、将来的な移住に繋がる可能性があ
る関係人口を創出するため、長期間地域
に滞在が可能なリモートワーカー等の２
地域居住者等の誘致を図るためのモニ
ターツアー等の開催や情報発信などを実
施する。
②先輩移住者を活用した相談・受入体制
の構築
　既に県内の離島・過疎地域に移住して
いる先輩移住者を沖縄移住サポーター
（仮称）として任命し、デジタルツール
（LINEやslack等のチャットアプリ等）を用
いて気軽に相談できるプラットフォーム等
を構築する。
③関係人口等とのワークショップ等の開
催
　職種や働き方が限られる離島・過疎地
域において、多様な働き方やスキルを有
する2地域居住者等（リモートワーカー）の
関係人口と接点を持つことは、将来の選
択肢を増やすことや外部視点を活かして
地域のことを考えるキッカケに繋がるた
め、関係人口と地域住民が交流するワー
クショップ等を開催する。

２　オンライン学習塾の環境構築支援
　学力向上機会の不利性を解消するため
オンライン学習塾の環境整備を図り、小
学生及び中学生に対し質の高い教育
サービスを提供する。

３　高齢者等の見まもり体制構築支援
　誰もが安心して暮らせる環境を整備す
るため、Wi-Fiセンシング技術を活用しAI
が室内の人の動きや睡眠時の呼吸状況
等を検出し、当該情報を離れて暮らす家
族等へ共有する「見まもりセンサー」の運
用等を通して、家族や地域における見ま
もり体制の環境構築を図る。

R5～R7
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値
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担当課

令和６年度　デジタル田園都市国家構想交付金事業効果検証一覧

№ 事業名 事業目的 活動概要
事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

MVP（Minimum
Viable Product）の
開発数

件 - 5 5

相談窓口における
相談対応件数

件 - 360 352

アクセラレーション
プログラム参加企
業のうち投資家や
ベンチャーキャピタ
ルとのマッチング
件数

件 - 10 9

スタートアップの創
出数（創業数）

件 - 10 11

本移住支援事業
に基づく移住者数

人 - 29 4

マッチングサイトに
新たに掲載された
求人数

件 - 50 850

本移住支援事業
に基づく18歳未満
の世帯員を帯同し
て移住した世帯数

世帯 - 11 0

本起業支援事業
に基づく起業者数

人 - 10 6

MVP（Minimum
Viable Product）の
開発数

件/年 - 5 5

38,715

7,140

38,717

　例年、スモールビ
ジネスが非常に多
く、採択件数が当初
見込み件数を下回
る状況がある。

　おきなわスター
トアップ・エコシス
テム・コンソーシ
アムや各支援機
関等との連携強
化に取り組み、さ
らなる起業関心層
の掘り起こしを
図っていく。

商工労
働部

産業政
策課

地域・離
島課

①移住支援事業
　２村で２人ずつ合計
４人の移住について、
移住支援金の給付を
行った。

②マッチング支援事
業
　マッチングサイトへ
新たに946件の新規
掲載（更新を含む）が
あった。

③地方
創生に
効果が
あった

事業実施市町村へ
の問い合わせはあ
るものの、支給要件
に合致しない場合
がある。
　また、離島・過疎
地域においては移
住者向けの住居の
確保がボトルネック
となっている。

　地域が求める移
住希望者へリー
チできるよう、情
報発信の方法を
工夫し、事業の普
及啓発に取り組
んでいく。
　また、離島・過
疎地域市町村の
住宅確保対策を
支援していく。

企画部

　創業にあたって
は、事業計画の策
定や経営に必要な
知識・ノウハウの習
得、資金調達等の
事前準備に加え、
創業後の販路開拓
や人材の確保・育
成を図るなど、様々
な課題を自発的に
解決し、事業の安
定や成長を促す必
要がある。

　事業の実施にあ
たっては、沖縄県
及び内閣府が実
施するスタート
アップ支援事業や
各支援機関等と
お互いに連携し、
事業検証や資金
調達など成長に
応じた適切な支
援策へと繋げて
いく。

商工労
働部

産業政
策課

8

沖縄県移住・
マッチング支
援・スタート
アップ起業支
援金事業（移
住・マッチング
支援）

　本県の離島・過疎地域においては、若年層等の
流出に伴う人口減少、高齢化等が進行しており、
集落機能の低下や産業活動の停滞等が懸念されて
いることから、本事業を実施することにより当該
地域への移住やUJIターンを促進させ、地域の活
性化を図る。

①移住支援事業
　県と市町村が連携し、東京圏からの
移住促進を推進することで県内中小企
業等における人手不足解消や地域の担
い手の確保など、地域の活性化を図る
ため、後述するマッチングサイトに掲
載される県内企業へ就職した者やテレ
ワーク移住をした者、市町村が関係人
口として認めた者、起業支援事業の採
択を受けて起業をした者のいずれかに
対し、移住支援金を支給することで、
金銭的負担を軽減する。
②マッチング支援事業
　多くの移住・就業を実現させるた
め、県内中小企業等が持つ魅力を求職
者に対して効果的に発信するための
マッチングサイトの運用を行う。

R5～R9

7
スタートアップ
創業支援事
業

　沖縄県を取り巻く環境は、経済のグローバル化や産
業構造の変化等により、これまで以上に変動の激しい
渦中にあり、革新的な技術やビジネスモデルで新しい
価値を生み出すスタートアップは、イノベーションの担
い手として期待されている。
　このため、沖縄の優位性や潜在力を活かし、産業の
新たな成長や様々な社会課題の解決を牽引する人材
及びスタートアップ等の育成・輩出を目指す。

　スタートアップの創業を支援するため、
登記、税務、年金・社会保障等の法人設
立及び事業開始時に必要な各種申請等
について、オンライン申請が可能な環境
を整備するとともに、関連する相談業務
や手続支援業務を総合的に行う「沖縄県
開業ワンストップセンター」の設置及び運
営を実施した。
　また、沖縄県内で事業展開を計画する
スタートアップに対する助言・相談等を通
して短期間でスタートアップを育成する
「アクセラレーションプログラム」の実施し
た。

R5～R9

　起業や事業成長に
必要なスキル獲得の
機会を提供すること
で、スタートアップが
起業に伴うリスクを最
小限に抑えながら経
営に必要な知識やノ
ウハウ等を習得する
ことができた。

②地方
創生に
相当程
度効果
があっ
た

2,020

9

沖縄県移住・
マッチング支
援・スタート
アップ起業支
援金事業（ス
タートアップ起
業支援）

　沖縄県を取り巻く環境は、経済のグローバル化
や産業構造の変化等により、これまで以上に変動
の激しい渦中にあり、革新的な技術やビジネスモ
デルで新しい価値を生み出すスタートアップは、
イノベーションの担い手として期待されている。
　このため、沖縄の優位性や潜在力を活かし、産
業の新たな成長や様々な社会課題の解決を牽引す
る人材及びスタートアップ等の育成・輩出を目指
す。

　スタートアップの創業を支援するた
め、デジテル技術を活用して社会課題
の解決を目的として起業を目指す起業
家に対して、起業に必要な経費の一部
に対して「起業支援金」を交付し、事
業の成長を加速するための経営面等に
係る各種支援を行った。

R5～R9 18,757 16,003

　資金面の負担を軽
減することにより、事
業の開発や拡大に積
極的に取り組むこと
ができた。

③地方
創生に
効果が
あった
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R６年度
(実績)

効果の説明
事業
効果

資料２

担当部
局

担当課

令和６年度　デジタル田園都市国家構想交付金事業効果検証一覧

№ 事業名 事業目的 活動概要
事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

地域における新規
雇用者数

人 - 0 0

県内大学からの技
術移転件数

件 - 4 7

コーディネーター
の養成人数

人 - 0 0

企業等とのマッチ
ング件数

件 - 10 43

地域へのUIJター
ン数（転入外国人
数）

人 7,007 250 928

本事業により新た
に外国人材を雇用
した企業数

社 - 30 30

相談窓口における
相談対応件数

件 - 200 231

セミナー参加企業
数

社 - 90 118

30,012

16,751

30,170

17,699

マッチングイベント
参加企業から、外
国人材とのマッチン
グの回転数が多く
交流時間が短い、
もっと開催時期を早
められないか等の
声があった。

イベント参加企業
等からの声（交流
時間の適正化、
開催時期を早め
るなど）を踏まえ、
より実効性を高め
るよう取り組む。

商工労
働部

雇用政
策課

科学技
術振興
課

11 外国人材受
入支援事業

県内における人手不足解消の一環として、企業の外
国人材受入にかかる取組を支援するため、相談窓口
の設置、企業や留学生等を対象としたセミナー及び
マッチングイベント等を開催する。

①県内企業向けの相談窓口の設置
　電話若しくはオンラインの相談窓口を設
置して、企業の課題整理、解決策のアド
バイス等を実施する。また、必要に応じて
行政書士や司法書士などの専門家によ
る相談も実施する。加えて、特に支援が
必要なケースについては、対面による複
数回の伴走支援（アウトリーチ型）を実施
して、企業の外国人雇用・定着のための
取り組みを支援する。

②外国人材受入にかかるセミナー開催
　在留資格の制度概要、外国人材採用
のポイントや流れ、定着のために実施す
ることなどのテーマでセミナーを開催す
る。

R6～R8

令和６年度は、全て
のKPIの目標値を達
成し、県内企業の外
国人材受入にかかる
取組みを支援するこ
とができた。

①地方
創生に
非常に
効果的
であっ
た

技術移転に関してノ
ウハウと実績を有す
る県外機関の指導、
助言を受けながら
コーディネート活動を
実施した結果、県内
大学等と企業との
マッチングが43件、技
術移転件数（共同研
究契約、秘密保持契
約）が７件となり、目
標を達成した。

①地方
創生に
非常に
効果的
であっ
た

県内大学等の研究
者へのヒアリングに
よると、「技術移転
の経験がなく取り組
み方がわからな
い」、「相談先がわ
からない」といった
声がある。

研究者への個別
訪問により、研究
成果の社会実装
に向けた理解と
関心を深めるとと
もに、令和７年度
に実施する人材
育成研修は研究
者にも広く周知
し、技術移転の理
解促進を図る。

企画部10

沖縄型イノ
ベーション・エ
コシステム構
築に向けた
コーディネート
等機能強化プ
ロジェクト

　沖縄21世紀ビジョンゆがふしまづくり計画において、
「世界に開かれた活力ある豊かな社会」を目指すた
め、産学官金の各主体が有機的に連携し絶え間なく
イノベーションが創出されるイノベーション・エコシステ
ムの構築を図ることとしている。
　このため、県内大学等から輩出される研究成果を円
滑に事業化へとつなげることを目的とし、県内におい
て、産業動向や企業トレンド等を踏まえつつ、研究段
階から技術移転までを一貫してサポートできるコー
ディネート機能の充実強化を図る。

①コーディネーターによるモデル的な支
援活動
　技術移転の成功事例輩出に向けて、技
術移転の専門的知見やノウハウを持つ
県外機関（ＴＬＯ）の指導・助言の下、今後
の技術移転のモデルとなるコーディネー
ト活動を実施した。（大学シーズと企業
ニーズの探索、研究者と企業等のマッチ
ング等）

②コーディネート等機能強化に資する人
材育成計画策定
　県外機関（大学・ＴＬＯ等）が行っている
技術移転活動等情報を収集し、県内コー
ディネート機能の強化及びコーディネート
人材のスキルアップを図るための研修プ
ログラムを新たに策定した。

③県内関係機関の連絡会議・協議会開
催
　県内大学等、支援機関、金融機関、国・
県、及び企業等、研究成果の技術移転に
関わる関係機関の有機的連携を図るた
めの連絡会議を新たに設置し、開催し
た。

④コーディネーター間の連携体制構築
　県内大学等のURAや、支援機関の事業
運営コーディネーター等、県内のコーディ
ネーター間の連携体制を構築し、技術移
転等の情報共有を図った。

⑤関係機関等の意識醸成及び社会実装
ノウハウの習得のためのセミナー開催
　県内大学等の研究者を対象に、技術移
転をして社会実装することで沖縄振興に
繋がるという意識醸成、そのために知的
財産取得の重要性や具体的な企業連携
のステップ、実施許諾契約の考え方等に
ついてセミナーを開催した。

R6～R8
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指標
単
位

当初
値

R６年度
(目標値)

R６年度
(実績)

効果の説明
事業
効果

資料２

担当部
局

担当課

令和６年度　デジタル田園都市国家構想交付金事業効果検証一覧

№ 事業名 事業目的 活動概要
事業
期間

（年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実施結果
R６

予算額
（千円）

R６
決算額
（千円）

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

新規就業者数 人 - 310 621

デジタル技術を仕
事に活用している
者の数

人 - 18 18

51,446 51,446

・連続性を持たせ
たセミナーやイベ
ントの企画、また
就労意欲を高め
るSNS等での情
報発信を強化して
いく。

・イベント等に参
加した者に対し
て、メールや電話
以外に、対面で相
談できる出張相
談窓口等の開設
を検討する。

商工労
働部

12
多様な人材活
躍促進モデル
事業

　多様な働き方の周知啓発による人材の掘り起こし
と、多様な人材が働きやすい環境づくりに取り組み、
一体的・包括的に支援する事業モデルを創出し、高齢
者や女性などの多様な人材の就業率向上及び県内
企業の人材確保を目的とする。

　県、民間事業主体、関係機関による官
民連携型プラットフォームを形成し、高齢
者や女性を中心とする無業者等を対象
に、就労意欲を喚起するイベントの実施
や地域のサークル等にアプローチすると
ともに、企業の業務切出し支援及び多様
な働き方の導入支援を行い、合同企業説
明会等を通してマッチングを行う、働き手
と企業を一体的・包括的に支援するモデ
ルを創出することにより、企業における多
様な働き方の導入と潜在的な人材の新
規就業を促進する。
　さらに、働き手と企業を一体的・包括的
に支援するモデルの展開として、企業か
ら切り出した業務のうち、バックオフィス
業務やSNS発信などの業務を担う人材育
成のため、デジタル技術の習得及びデジ
タル技術活用促進への支援を行う。

R6～R9
雇用政
策課

　人材の掘り起こしと
企業の働きやすい環
境づくりに取り組むこ
とにより、全てのKPI
の目標値を達成し、
就業率の向上と県内
企業の人材確保につ
ながった。

・新規就業者数…621
人
（うち短時間：229人、
アルバイト・パート：
129人）

①地方
創生に
非常に
効果的
であっ
た

・新規就業者数の９
割以上は、参加企
業が支援後に雇用
した人数となってお
り、セミナー、イベン
ト等から就労に至っ
たケースは１割未
満となっている。

・本事業は相談窓
口を設置していない
ため、イベント等に
参加した者に対して
はメール、電話等で
の支援となり、相手
と連絡がとれない
ケースが多く、就労
までに至らなかっ
た。
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